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以下にご説明いたしますのは海外旅行傷害保険の概要です。実際の保険金お支払の可否は、海外旅行傷害保険普通

保険約款及びクレジットカード用海外旅行傷害保険特約に基づきますことご了承ください。尚、本保険サービスの

内容は予告なく変更される場合がありますのであらかじめご了承ください。 

 

●本保険サービスの対象となる旅行はカード会員資格期間中に開始された旅行とします。 

●補償対象期間は、被保険者が海外旅行の目的をもって住居を出発したときから住居に帰着するまでの間で、かつ

日本出国日の前日午前 0時から日本入国日の翌日午後 12時までの旅行期間中とします(但し、日本出発から 90日

後の午後 12時までを限度とします)。 

●本保険の被保険者はカード会員及びその家族とします。 

家族とは以下(1)～(3)のいずれかになります。 

（1）カード本会員の配偶者 

（2）カード本会員と生計を共にする同居の親族(※) 

  (※)親族とは 6親等以内の血族または 3親等以内の姻族をいいます。 

（3）カード本会員と生計をともにする別居の未婚の子 

(海外旅行の目的をもって住居を出発した時点において、上記(1)～(3)に該当する必要があります。) 

 

 
 

【お支払いする保険金】 

 本人 家族 

傷害死亡・後遺障害 最高１億円 最高１,０００万円 

傷害治療費用 ３００万円(１事故の限度額) ２００万円(１事故の限度額) 

疾病治療費用 ３００万円(１疾病の限度額) ２００万円(１疾病の限度額) 

救援者費用 ３００万円(1年間の限度額) ２００万円(1年間の限度額) 

賠償責任 ３０００万円(１事故の限度額) ２０００万円(１事故の限度額) 

携行品損害 ５０万円(自己負担額：1事故 3,000円) 

(1旅行中かつ 1年間の限度額) 

２０万円(自己負担額：1事故 3,000円) 

(1旅行中かつ 1年間の限度額) 
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補償項目 保険金をお支払いする場合 保険金のお支払額 
保険金をお支払いしない 

主な場合 

傷害死亡・ 
後遺障害 

旅行期間中の事故によるケガのため、
事故の発生の日からその日を含めて１
８０日以内に 
①死亡された場合 
②後遺障害が生じた場合 

①死亡された場合… 
被保険者の法定相続人に保険金額の１００％ 
②後遺障害の場合… 
後遺障害の程度に応じて、傷害死亡・後遺障害保
険金額の１００％～４％をお支払いします。 

●保険契約者、被保険者または保険金を受け
取るべき方の故意または重大な過失によるケ
ガ 
●自殺行為、犯罪行為または闘争行為による
ケガ 
●被保険者に対する刑の執行 
●戦争等変乱、放射線照射、放射能汚染 
原子力核反応によるケガ 
●核燃料物質等の放射性・爆発性等によるケ
ガ 
●脳疾患、病気または心神喪失によるケガ 
●自動車等の無資格運転、酒気帯び運転また
は麻薬等を使用しての運転中のケガ 
●妊娠、出産、早産または流産によるケガ 
●原因がいかなるときでも、頸（けい）部症候
群、腰痛その他の症状を訴えている場合に、そ
れを裏付けるに足りる医学的他覚所見のない
もの 
●危険なスポーツ(※)を行っている間のケガ 
※危険なスポーツとは…山岳登はん(ピッケル、
アイゼン、ザイル、ハンマー等の登山用具を使
用するもの)、リュージュ、ボブスレー、スケルト
ン、航空機操縦、スカイダイビング、ハングライ
ダー搭乗、超軽量動力機搭乗、ジャイロブレー
ン搭乗、その他これらに類する危険な運動をい
います 
●乗用具を用いて競技等をしている間のケガ 

 
など 

 

傷害治療費用 

旅行期間中のケガにより、医師の治療
を受けられた場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

被保険者が治療のために現実に支出した次の費
用のうち社会通念上妥当と認められる金額、但し
事故(治療の場合初診)日から１８０日以内に支出
した費用に限ります 
●医師の診察費、処置費および手術費 
●医師の処置または処方による薬剤費、治療材料
費および医療器具使用料 
●義手および義足の修理費(傷害治療費用のみ) 
●Ｘ線検査費、諸検査費および手術室費 
●職業看護師費。 
●病院または診療所へ入院した場合の入院費 
●入院による治療を要する場合において、病院も
しくは診療所が遠隔地にあることまたは病院もしく
は診療所のベッドが空いていないこと等やむを得
ない事情により、宿泊施設の室内で治療を受けた
ときの宿泊施設の客室料 
●入院による治療は要しない場合において、治療
を受け、医師の指示により宿泊施設で静養すると
きの宿泊施設の客室料。ただし、被保険者が払戻
しを受けた金額または被保険者が負担することを
予定していた金額はこの費用の額から控除しま
す。 
●救急措置として被保険者を病院または診療所に
移送するための緊急移送費 
●入院または通院のための交通費 
●病院もしくは診療所に専門の医師がいないこと
またはその病院もしくは診療所での治療が困難な
ことにより、他の病院または診療所ヘ移転するた
めの移転費。ただし、日本国内の病院または診療
所へ移転した場合には、被保険者が払戻しを受け
た帰国のための運賃または被保険者が負担する
ことを予定していた帰国のための運賃はこの費用
の額から控除します。 
●治療のために必要な通訳雇入費 
●被保険者の入院により必要となった次に掲げる
費用のうち被保険者が現実に支出した金額。ただ
し、１事故に基づく傷害または1疾病について２０万
円を限度とします。 
ア．国際電話料等通信費 
イ．入院に必要な身の回り品購入費（５万円を限
度） 
●被保険者が治療のため入院し、その結果、当初
の旅行行程を離脱した場合において、次に掲げる
いずれかの費用のうち被保険者が現実に支出し
た金額。ただし、被保険者が払戻しを受けた金額
または被保険者が負担することを予定していた金
額については費用の額から控除します。 
ア．被保険者が当初の旅行行程に復帰するための
交通費および宿泊費 
イ．被保険者が直接帰国するための交通費および
宿泊費 

疾病治療費用 

①旅行期間中または旅行期間終了後
４８時間以内に発病(ただし、その疾病
の原因が責任期間中に発生したもの
に限ります)し、かつ旅行期間終了後４
８時間以内に医師の治療を受けられ
た場合 
②旅行期間中に感染した特定の感染
症 （コレラ、ぺスト、天然痘、発疹(し
ん)チフス、ラッサ熱、マラリヤ、回帰
熱、黄熱、および感染症の予防及び感
染症の患者に対する医療に関する法
律（平成１０年法律第１１４号）第６条
（定義等）第８項に規定する指定感染
症）を直接の原因として、旅行期間終
了後その日を含めて１４日を経過する
までに医師の治療を受けられた場合 

●保険契約者または被保険者の故意または重
大な過失 

●保険金を受け取るべき者の故意または重大
な過失 
●被保険者の自殺行為、犯罪行為または闘争

行為 
●被保険者に対する刑の執行 
●戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内

乱、武装反乱その他これらに類似の事変また
は暴動 
●核燃料物質もしくは核燃料物質によって汚染

された物の放射性、爆発性その他の有害な特
性またはこれらの特性による事故 
●放射線照射または放射能汚染 
●原因がいかなるときでも、頸（けい）部症候
群、腰痛その他の症状を訴えている場合に、そ
れを裏付けるに足りる医学的他覚所見のない
もの 
●山岳登はん中の高山病 
●歯科疾病 
●妊娠、出産、早産または流産に起因する疾病 
 

など 

救援者費用 

①救援対象者が死亡した場合で、次
のいずれかに該当したとき。 
ア．旅行期間中のケガにより、事故日
からその日をふくめて１８０日以内に死
亡した場合 
イ．疾病または妊娠、出産、早産もしく
は流産を直接の原因として、旅行期間
中に死亡した場合 
ウ．旅行期間中に発病した疾病により
旅行期間終了後その日を含めて３０日
以内に死亡した場合。 
エ．旅行期間中に救援対象者が自殺
行為を行った場合で、その行為の日か
らその日を含めて１８０日以内に死亡
したとき。 
②旅行期間中のケガまたは旅行期間
中に発病した疾病により救援対象者
が継続して７日間以上入院した場合 
③旅行期間中に救援対象者が搭乗し
ている航空機または船舶が行方不明
になった場合または遭難した場合 
④旅行期間中における急激かつ偶然
な外来の事故によって救援対象者の

●遭難した救援対象者を捜索する活動に要した費
用 
●救援者の現地までの船舶、航空機等の往復運賃
(救援者３名分を限度)  
●現地および現地までの行程における救援者の宿
泊施設の客室料(救援者３名分を限度とし、かつ、
救援者１名につき１４日分を限度) 
●死亡した救援対象者を現地から救援対象者の住
所に移送するために要した遺体輸送費用または治
療を継続中の救援対象者を現地から救援対象者の
住所もしくはその住所の属する国の病院もしくは診
療所へ移転するために要した移転費 
●死亡した救援対象者の火葬費用、遺体防腐処理
費用等の遺体の処理費用(１００万円を限度) 
●諸雑費(救援者の渡航手続費および救援者また
は救援対象者が現地において支出した交通費、国
際電話料等通信費等、２０万円を限度) 

●保険契約者または救援対象者の故意または
重大な過失 

●保険金を受け取るべき者の故意または重大
な過失 
●救援対象者の自殺行為、犯罪行為または闘

争行為 
●救援対象者が無資格運転、酒気帯び運転
等、麻薬等を使用しての運転運転している間に

生じた事故 
●救援対象者に対する刑の執行 
●戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内

乱、武装反乱その他これらに類似の事変また
は暴動 
●核燃料物質もしくは核燃料物質によって汚染

された物の放射性、爆発性その他の有害な特
性またはこれらの特性による事故 
●放射線照射または放射能汚染による事故 

 
など 
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生死が確認できない場合または緊急
な捜索・救助活動を要する状態となっ
たことが警察等の公的機関により確認
された場合 

賠償責任 

旅行期間中に偶然な事故により他人
にケガをさせたり、他人の財物を破損
もしくは紛失させ、法律上の損害賠償
責任を負った場合 

●被保険者が損害賠償請求権者に対して負担する
法律上の賠償責任の額（判決により支払を命ぜら
れた訴訟費用または判決までの遅延損害金を含み
ます。以下同様とします。） 
●第三者に対する求償権の保全または行使その他
損害の発生または拡大の防止のために必要または
有益であった費用 
●損害の発生または拡大の防止のために必要また
は有益と認められる手段を講じた後において、被保
険者に損害賠償責任がないと判明した場合、被保
険者が被害者のために支出した応急手当、護送そ
の他緊急措置に要した費用および支出についてあ
らかじめ保険会社の書面による同意を得た費用 
●被保険者が保険会社の書面による同意を得て支
出した訴訟費用、弁護士報酬または仲裁、和解もし
くは調停に要した費用 
●保険会社による損害賠償請求の解決に協力する
ために被保険者が支出した費用 

●保険契約者または被保険者の故意 
●戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内
乱、武装反乱その他これらに類似の事変また

は暴動 
●核燃料物質もしくは核燃料物質によって汚染
された物の放射性、爆発性その他の有害な特

性またはこれらの特性による事故 
●放射線照射または放射能汚染による事故 
●被保険者の職務遂行に直接起因する損害

賠償責任 
●専ら被保険者の職務の用に供される動産の
所有、使用または管理に起因する損害賠償責

任 
●被保険者の所有、使用または管理する不動
産に起因する損害賠償責任 

●被保険者の使用人が被保険者の事業また
は業務に従事中に被った身体の障害に起因す
る損害賠償責任。ただし、被保険者が家事使

用人として使用する者に対する損害賠償責任
を除きます。 
●被保険者と第三者との間に損害賠償に関す

る約定がある場合において、その約定によって
加重された損害賠償責任 
●被保険者と同居する親族および旅行行程を

同じくする親族に対する損害賠償責任 
●被保険者が所有、使用または管理する財物
の破損もしくは紛失について、その財物につい

て正当な権利を有する者に対して負担する損
害賠償責任。ただし、次に掲げる損害に対する
損害賠償責任については、保険金を支払いま

す。 
ア．被保険者が滞在する宿泊施設の客室に与
えた損害 

イ．被保険者が滞在する居住施設内の部屋に
与えた損害。ただし、建物またはマンションの
戸室全体を賃借している場合は除きます。 

ウ．賃貸業者から被保険者が直接借り入れた
旅行用品または生活用品に与えた損害 
●被保険者の心神喪失に起因する損害賠償

責任 
●被保険者または被保険者の指図による暴行
または殴打に起因する損害賠償責任 

●航空機、船舶、車両、銃器の所有、使用また
は管理に起因する損害賠償責任 

など 

携行品損害 

旅行期間中に携行品(被保険者の所
有するもの及び旅行行程開始前に被
保険者がその旅行のために他人から
無償で借りた物)が偶然な事故により
損害を受けた場合 
 
 

損害額(時価または修繕費)から３，０００円を控除し
た額(携行品１個、１組または１対について損害額が
１０万円を超える場合は、そのものの損害額を１０万
円とみなします。ただし、携行品が乗車券等である
場合において、損害額の合計額が５万円を超えると
きは、そのものの損害額を５万円とみなします。旅
券の損害額は、再発給または渡航書発給に要した
手数料・最寄在外公館へ赴く交通 費・発給地にお
けるホテル客室料とし、1事故につき 5万円を限度と
します。) 

●保険契約者または被保険者の故意または重
大な過失 
●保険金を受け取るべき者の故意または重大

な過失。ただし、その者が保険金の一部の受
取人である場合には、保険金を支払わないの
はその者が受け取るべき金額に限ります。 

●自動車等の無資格運転、酒気帯び運転また
は麻薬等を使用しての運転中の事故 
●戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内

乱、武装反乱その他これらに類似の事変また
は暴動 
●核燃料物質もしくは核燃料物質によって汚染

された物の放射性、爆発性その他の有害な特
性またはこれらの特性による事故 
●放射線照射または放射能汚染による事故 

差し押え、徴発、没収、破壊等国または公共団
体の公権力の行使。ただし、火災消防または
避難に必要な処置としてなされた場合を除きま

す。 
●携行品の欠陥 
●携行品の自然の消耗もしくは性質によるさ

び、かび、変色その他類似の事由またはねず
み食い、虫食い等 
●携行品のすり傷、かき傷または塗料のはが

れ等単なる外観上の損傷であって携行品の機
能に支障をきたさない損害 
●携行品である液体の流出 

●携行品の置き忘れまたは紛失 
●偶然な外来の事故に直接起因しない携行品
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の電気的事故または機械的事故 

●被保険者が滞在する居住施設内にあるも
の、別送品 
●税関にてスーツケースの鍵を破損された場

合 
など 

 

★現金・小切手・有価証券類、切手、預貯金証
書・クレジットカード、稿本・帳簿類、義歯・義
肢・コンタクトレンズ等、動植物、船舶・自動車、

危険なスポーツ(前記※参照)を行っている間の
その運動等のための用具、ウィンドサーフィン、
スキューバーダイビング、サーフィンその他これ

らに準ずる運動を行うための用具等は携行品
に含まれません。 

 

【事故受付窓口】 

国内からのお問い合わせ先 

ソニー銀行プラチナカード保険デスク 
 

０１２０－０８２－７８９ 
 

※受付時間 ９：１５～１７：００（年中無休） 

 

緊急アシスタンスサービス(サービス対象地域：日本国外) 

三井住友海上の緊急アシスタンスサービス(※)です。 
海外旅行中に不慮の事故によるケガ、病気に見舞われ、医療施設への緊急搬送の必要がある場合など、緊急のアシスタンスサービスが必要な 
場合に、ご滞在地に応じ各センターへお電話ください。 
(※)国際的なアシスタンス専門会社である AXAアシスタンス社、プレステージ・インターナショナル社と提携して実施しております。 

サービス内容 

アクシデントが発生し、当該サービスをご利用いただく際は、各センターへご連絡のうえ、オペレーターの案内に従ってご利用ください。 
(1)ケガや病気の場合の緊急アシスタンス 
①医師・医療施設の紹介・案内、②医療費キャッシュレスサービス、③患者の医療施設への移送、④患者の本国への移送、 
⑤現地での医師の緊急派遣、⑥医薬品類の緊急手配、⑦通訳の紹介・手配 

(2)ケガや病気により亡くなられた場合の緊急アシスタンス 
①現地でのご遺体の埋葬、②ご遺体の本国への移送 

(3)その他のアシスタンス 
①救援者の渡航・宿泊手配、②遭難された場合の捜索・救助 

(4)法律上のアシスタンス 
①弁護士の紹介・手配など 

サービス費用 

・アシスタンスサービスの費用は、海外旅行傷害保険で補償される金額までは保険金として精算いたしますので、会員の皆様の自己負担はござ 
いません。 
・サービスの費用が保険金額を超えたとき、または費用の一部が保険の対象とならないときは、会員の皆様にお支払できない費用及びその費用 
に対するアシスタンス会社の手数料を自己負担していただきます。 
※会員資格の確認が必要となるため、通院の場合などは一時的に費用の立て替えをお願いする場合がございます。 

お問い合わせ先 

アメリカ（本土・ハワイ） 1-833-950-0895 カナダ 1-833-907-7546 

メキシコ 01-800-123-3165 アルゼンチン 0800-777-0121 

コロンビア 01-8009-812125 ブラジル 0800-761-0219 

ペルー 0800-53-282 シンガポール 800-8110-833 

インドネシア 007803-81-1-0040 タイ 1800-011-220 

中国 4001-203741 香港 800-90-0364 

台湾 00801-81-2778 韓国 00798-81-1-0833 

オーストラリア（クリスマス島、ココ

ス・キーリング諸島は提供外） 
1-800-718-261 ニュージーランド 0800-64-0365 

イギリス 0808-23-44030 イタリア 800-7-89395 

オーストリア 0800-298839 ギリシャ 00-800-8113-0139 

スイス 0800-89-5961 スウェーデン 020-790-258 

スペイン（スペイン領北アフリカ、カ
ナリア諸島は提供外） 

9009681-92 チェコ 800-144-035 

デンマーク 8025-4544 ドイツ 0800-1-80-2244 

ハンガリー 06-800-21625 フランス 0800-90-8506 

ベルギー 0800-1-2561 ポーランド 00-800-811-1221 
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ポルトガル 800-8-81-055 モナコ 0800-90-8506 

ルクセンブルク 8002-6036 ロシア 8-800-301-8863 

南アフリカ 0800-98-5110 アラブ首長国連邦 800-081-0-0146 

イスラエル 1-80-946-5203   

上記以外の地域または無料電話が利用できない場合 050-3820-3992(コレクトコールでおかけください) 

※滞在の国・地域によっては無料電話に対応していない公衆電話や、接続の際に国内通話料相当額が必要とされる場合があるほか、電

話機種や回線事情によりご利用いただけない場合や、ホテルなど客室の電話からおかけの際、サービス料や利用料がかかる場合もあり

ますので、ご利用時には現地でご確認ください。また、日本国内から海外ローミングやレンタルなどした携帯電話から無料電話にご連

絡された場合、滞在国内通話料相当額がかかりますのでご注意ください。この場合の通話料およびサービス料の・利用料はお客さま負

担となりますのであらかじめご了承ください。また、電話番号は最新のものを掲載しておりますが、事務所移転、現地電話番号体系の

変更などやむを得ない事情により変更となる場合がありますのであらかじめご了承ください。 

 

【保険金請求に必要な書類】 

 保険金種類 

死亡 

保険金 

後遺障害 

保険金 

治療費用 

保険金 

救援者費用

保険金 

携行品損害 

保険金 

賠償責任 

保険金 

保
険
金
請
求
書
類 

現
地
で
ご
手
配
頂
く
書
類 

医師の診断書 － － ◎(※1) － － ◎(※2) 

治療費の明細書・領収書 － － ◎ － － ◎(※2) 

死亡診断書または死体検案書 ◎ － － － － － 

事故証明書 ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ 

支出を証明する書類 － － － ◎ － － 

示談書 － － － － － ◎ 

示談領収書 － － － － － ◎ 

損害額を立証する書類 － － － － － ◎ 

国
内
で
ご
手
配
頂
く
書
類 

損害品明細書 － － － － ◎ － 

損害額を証明する書類 － － － － ◎ － 

除籍謄本 ◎ － － － － － 

委任状・戸籍謄本 ○ － － － － － 

後遺障害診断書 － ◎ － － － － 

印鑑証明書 ○ ○ ○ ○ － ○ 

保険金請求書 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

日本出国日を示すパスポート、航

空券の eチケット(コピー)等 
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

●◎印は原則として必要な書類。○印は場合によっては必要となる書類です。その他、事故内容により別途書類の提出をお願いす 

るケースがあります。 

(※1)治療費が３０万円以下の場合は、原則として診断書の取付を省略できます。但し、ご請求内容により、傷病名・治療内容などの

確認のため診断書の提出をお願いする場合があります。 

(※2)対人賠償の保険金請求に必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


